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PwC Charging Forward EV調査

過去100年以上を通じて、自動車
産業は技術革新、開発および先
端技術の統合で常に先駆者となっ
ています。それは急速に進化して
いく地球環境の中、より広範囲で
継続的な課題に対処するため、自
動車は複数の産業とコラボレーシ
ョンして今日も存在しているから
です。

この共通の目標を達成するための報
道価値のある取り組みの1つは、電気
自動車（EV）の生産です。適切なイ
ンフラの構築、およびバッテリーや
サポートシステムの継続的なコスト
削減などのEVの成功のための決定的
要因が多く知られている中で、ほか
の内容も討論され続けています。

自動車産業の企業が最先端技術に
向けた革新的なアイデアを調査し
新製品のデザインを作り、実現可能
なインフラソリューションを発展さ
せている一方で、代替燃料への緊急
性に気づき始めたため、市場に代替
燃料の応用方法があらわれてきて
います。大部分は、世界中のさま
ざまな排出物や燃料節約に対する
規制・法令などに起因しています
（例、米国のCAFE基準では2016年
で35.5mpg、2025年までには追加的
な法律制定提案で60mpg）。これら
要求を満たし、かつグローバルグリ
ーンハウスガス（GHG）の排出を大
幅に減少させるために、民間・公共
の関心はもちろんのこと、関連セク
ター間（自動車、エネルギー、ユー
ティリティ、環境保全技術など）の
参画者たちによる協力がとても重要
となります。

確かに今まで、多くの協力や投資が
行われてきました。民間の投資に加
えて、低利息ローンや助成金などを
含める政府のインセンティブによっ
て、地球に優しい未来のEVを開発す
る上で、重要な初期投資がされてき
ました。しかしながら、何が未来の
EVを支えるのかという疑問が残り
ます。 

EVの運命を決める上で、上述の重要
な疑問に取り組むことは大きな役割
を果たすことになります。しかし結
局、そのチャンスの大きさを決める
のは消費者なのです。

PwC Charging Forward EV調査は、
近い将来、および中・長期的なEVの
成功のための決定的要因を調べるた
めに実施されました。自動車、ユー
ティリティ、エネルギー、テクノロ
ジー、政府、財務、教育、およびほ
かのセクターの200名以上の参加者
からの回答が含まれています。そし
て主要な結果については、EVの現在
および将来の見通しに対するPwCの
見解を加え報告しています。

この調査結果は、いくつかの課題を
含んでいます。EVの成功要因につい
て理解を深める目的で、上述の結果
およびそれに付随する見解について
研究することを勧めています。PwC
のそのほかの出版物については、以
下のサイトをご覧ください。
www.pwc.com
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特に米国において自動車メーカー
は、消費者の欲する自動車を開
発・生産するために柔軟になる
ことが時折困難となっています（
時にはやる気も）。燃料の価格
変動、経済の混乱、政府のポリ
シー変更などの結果、消費者の
好みは速いペースで変化していま
す。しかしながら、自動車メーカ
ーはこの変化に素早く対応できる
よう進歩しています。調査の回答
者の多く（68.8%）は、ハイブリ
ッドやプラグインハイブリッド
EV（PHEV）が総合的に消費者に
とって魅力的であると確信してい
ます。

消費者の求めているものを築き上げる

37％の回答者は、ハイブリッドが現在利用できる代替燃料テクノロジーの
最良のケースであると感じており、続いて31.7％の回答者はPHEVがそれに
該当すると感じています。代替燃料は市場で大きなシェアを占めていません
が、従来のハイブリッド車（たとえばトヨタのプリウスやフォードのエス
ケープハイブリッドのような）が米国市場の約2.5％を占めています。E85
（85%のエタノールと15％のガソリンを含むフレックス燃料）などのテクノ
ロジーはハイブリッドよりも長く市場で流通していますが、大きなシェアを
獲得していません。E85のシェアは正確な測定が難しいということを留意し
ておくべきです。E85を使用可能な自動車は今日多数利用されていますが、
追加費用、燃料節約、燃料の利用が限られているため、実際にフレックス燃
料機能は少数の消費者しか利用していません。純粋な電気自動車（PEVs）
とPHEVsのような技術は、まさに今ロールアウトし始めていますが、この段
階で市場に浸透するに際して独自の障害物に直面しています。

図1: 消費者がハイブリッドやPHEVを選ぶと回答者は確信しています。

Q.消費者にとって現状で最良の費用効果や実用性（例.使いやすさ、アクセスのし
やすさ）をもたらす代替燃料テクノロジーは、どれであると感じていますか？

Source: PwC Charging Forward Survey 

PwCのAutofacts®は、代替燃料市場のシェアにおいてハイブリッド自動車が
継続的にリードすると予測しています。その主な理由としては、第三、第四
世代の開発、および利用可能なハイブリッドパワートレインを搭載した多く
の自動車の運用展開の結果として、テクノロジーの費用が削減されたためで
す。2020年までには、ハイブリッド車（ミドルやフル）がグローバルの年
間生産の5%を占めると予想されていますが、その一方でEV（PHEVやPEV）
はおおよそ2.5％を占めるでしょう1。

 
1 Autofacts analysis
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Figure 1: Which alternative fuel technology do you feel currently offers the
best mix of cost effectiveness and practicality (i.e., ease of use, accessibility, etc.)
to consumers?
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ハンディキャップを
乗り越える
EVの費用を内燃機関（ICE）の車両と
調和させることは、消費者の間で広
く利用されるようにするための重要
な課題です。当調査の回答者は、全
体の市場シェアを増加させるために
EVが克服しなければならない問題を
複数述べています。回答者の半分以
上（51.4%）は、費用や許容運転範囲
の乏しさが第1のデメリットであると
答えています。これはPHEVよりもむ
しろPEVにおける問題点ですが、電
気のみによる運転能力は両方のタイ
プで制限があります。

当調査の回答者のおおよそ3分の1
は、EVが従来のICE車両と競争する
ために、運転範囲が少なくとも101
～150マイル必要であると述べてい
ます。バッテリー容量が増すにつれ
て、車両コストは急激に増加して
しまいます。これが制限範囲におけ
る第1の障害です。さらに、インフ
ラの欠如（21.8%）、供給力の欠如
（8.4%）、未確認の新テクノロジー
の開発（7.4%）が、EVの運用展開を
遅延させる要因になるでしょう。 

価格は適切である 
企業は新しいテクノロジー開発への投資とこのコストを消費者へ請求する
ことの間でバランスをとりながら企業活動を続けます。なぜ潜在的な消費
者がEVのための割増料金を喜んで払うのでしょうか？当調査の回答者の多
くは、長期的な費用節約（41.6%）が主な理由であると述べています。これ
は、EVを購入する上で買い手が経済的に健全な状況にいなければならない
と多くの人が考えていることを表しています。ですから、費用方程式を気に
せず、最初の購入者として高い割増料金を進んで支払うという、選り抜きの
人たちが常に存在すると思わせますが、これは消費者が「環境にやさしい」
という良心のために割増料金を進んで支払うと感じている回答者（32.2%）
によって証明されています。しかし、前述のハイブリッドの現状の市場シェ
ア（2.5%）によれば、これは主な消費者の実態を表すものではなさそうで
す。 

図2: 価格が購入判断を決定すると、当調査の回答者は確信しています。

Q. もしあるとすれば、消費者が進んでEVの割増料金を支払う主な理由は何でしょ
うか？

 

 
Source: PwC Charging Forward Survey 

長期的なコスト削減を達成するには2つの事が起こる必要があります。極
めてシンプルな費用方程式ですが、1つ目は燃料の価格が上昇し続けるこ
と、2つ目はEVのコストが下がることです。燃料価格がいくら上がり、EVの
コストがいくら下がらなければならないのかは論争の余地があります。EV
の投資回収期間は割増料金に応じて急速に増大する可能性がありますが、ベ
ストケースでは、米国の車両保有期間の平均（現在はおおよそ5.5年）をか
なり上回っています。

また、利率、燃料節約、インセンティブ、品質評価、および新車両購入の際
の残存価格など重要な変数を知っている賢い消費者とEVは戦っていかなけ
ればなりません。PEVやPHEVに対して消費者が進んで支払う割増料金はい
くらであると考えているか、当調査の回答者に尋ねてみると圧倒的にトップ
の回答は0~5,000ドル（PEVは48.2%、PHEVは49.5%）であり、従来のハイ
ブリッドやディーゼルエンジンと本質的に同等になります。政府のインセン
ティブを考慮に入れたとしても、現在15,000ドル辺りのEVのプレミア価格
で、既存技術と長期間にわたって競争していくことになるでしょう。
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EVsのプレミア価格は現在15,000
ドル辺りですが、政府のインセン
ティブを考慮に入れたとしても、
現存テクノロジーと長期間にわ
たって競争することになるでし
ょう。

Figure 2: Based on your previous answers, what, if any, is the primary reason
that consumers would be willing to pay a premium for an EV?
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先立つ障害 

キャパシティの問題に関して、明白かつ費用のかかる選択肢は、新しいエネ
ルギー施設（原子力発電、石炭、天然ガスなど）を増設することによってキ
ャパシティを増加させ、予測されている需要の急増に対して動力を供給する
ことです。しかしながら、これは必要ではないかもしれません。ある地域
（特にカリフォルニアや米国西部の地域）は、電力使用のピーク時に電力供
給の一時停止で苦しみ続けていますが、ほかの地域では特にピーク時以外で
は、キャパシティを十分に利用していません。ですから、近い将来の課題の
１つに、現在の電力網のキャパシティをどのように使用するかということが
あげられます。

図3: 当調査の回答者は、投資やキャパシティの欠如が最大の悩みであると表現し
ています。

Q.EVを増やすにあたって、国の電力網の妨げになる第1の障害は何でしょうか？ 

 
Source: PwC Charging Forward Survey

消費者にEVの購入を促すいくつかのオプションが検討されています。例と
して、金銭的なインセンティブについていえば電源使用のオフピーク時に
EVに充電し、グリッドの使用容量が増えた時には充電したEVから供給され
る余剰電力を電力会社が買い取るなどです。加えて、スマートメーターや
V2Gシステムの導入によって、新しい動力装置の投資を必要とせず、使用ピ
ーク時にEVに充電された電力が電力網の電力容量を増やすことができるよ
うになります。これらのテクノロジーは未発達ですが、EVを前進させるの
に必要な革新について、望みがもたらされ、注目されています。

E V の 継 続 的 な 開 発 の 域 を 越 え
て 、 潜 在 的 に 大 き な 緊 急 問 題
は、EV車両をサポートするため
に必要なインフラへの投資です。
当調査の回答者のおおよそ3分の
1（33.8%）は、電力網を近代化
するための投資が十分ではないた
め、EVが主流にならないと感じ
ています。別の3分の1（31.1%）
の回答者は、使用時間がピークに
達した時の発電容量の乏しさが一
番問題であると感じています。
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Figure 3: What is the primary roadblock preventing the nation’s power grid from
supporting a large number of EVs?
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Figure 4: EV Survey Results
2009 Electricity Generation by Source

資金面の問題点

当調査の回答者の19%は、EVインフラもしくはスマートグリッドに関する資
金調達や開発の初期負担を政府が負うべきであると述べています。実は、こ
れは既に起きており、投資目的で民間産業へインセンティブをもたらすさま
ざまな奨励プログラム（例ARRA、ATVM）2 を通じて、ローン、助成金、リ
ベートという形で、連邦政府が大金を投入しています。

図4: 米国のエネルギー源（全セクター）別の純発生割合

 

Source: U.S. Energy Information Administration （EIA）

加えて、ユーティリティ会社は家庭におけるスマートメーターを導入し、地
方自治体は充電所を含めるために計画を変更し、民間投資家は居住、商業、
工業用に応用できる迅速な充電およびバッテリー交換システムの開発を続け
ています。この「全部込み」という最初の試みはとても心強いですが、その
一方で、ハイテクなEVインフラの発展を促進する上で継続的協力が必要と
なっています。主流となり存続能力のある自動車のオプションとしてEVが
十分に成長しサポート可能となるには、何年、何十年と時間がかかることを
重要なステークホルダーたちは理解しています。

今日、近代化したインフラの資金
調達や開発の問題は大きくなって
います。資金調達はまさに討論す
る余地のあるトピックになりま
す。インフラが十分ではなく開発
コストが高いため、「どちらが原
因でどちらが結果か」のシナリオ
によってEVの開発が遅れてしま
うことを多くの人が懸念していま
す。誰が初期費用の負担を負うべ
きかに対するトップの回答は、
「上述全て」（35.5%）であり、
「上述」には政府、ユーティリテ
ィ、地方自治体、民間の関心、お
よびそのほかが含まれています。
少なくとも最初は、これが実際に
問題であったようです。自動車メ
ーカー、ユーティリティ、充電池
メーカー、企業家、政府機関など
の間で数多くの共同事業のパート
ナーシップが公表されています。
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2 The American Recovery and Reinvestment Act of 2009 （ARRA） and the Department of Energy’s Advanced Technology Vehicle 
Manufacturing （ATVM） Section 136 of the Energy Independence and Security Act of 2007.
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2020年のEVの活発化

ICE車両と「汚染源となるエネルギー」によるEVの間における排出物の妥協
点については、懸念すべき問題として現在および将来において残っていま
す。そして、国の電力網をクリーンで再生可能なエネルギー源に転換する必
要があることは明白です。今日の米国の発電のほぼ50%は、石炭によって供
給されていますが、当調査の回答者の28.9%は2020年になっても石炭が主
要なエネルギー源であると感じています。これは、重要な投資が行われてい
る一方で、電力網やエネルギー源の基本的な変化はまだ時間がかかるという
議論を促進させるものとなります。

化石燃料からの転換には時間がかかっていますが、正しい方向へ徐々に発展
しています。太陽や風などを利用した再生可能なエネルギー源に関する新し
い進歩は、クリーンエネルギーへの継続的な転換に資するものです。

図5: 2020年において、石炭がEVの主要なエネルギー源となると調査の回答者は
予測しています。

Q. 2020年において、どの種類がEVの主要なエネルギー源となるでしょうか？

 

 

Source: PwC Charging Forward Survey

EVの需要が増えるにつれ、ど
のようなエネルギーがその需要
のエネルギー源として使われる
のでしょうか。サステナビリテ
ィの観点から、理想的なエネル
ギー源を決定することは重要で
す。もしエネルギー源がさらに
環境を汚染する（例 石炭、石
油）のであれば、EVが実際には
排出量を削減しないと多くの人
は主張しています。当調査の回
答者の16.2%は、エネルギー供
給におけるクリーンエネルギー
源の欠如が、電力網によるEVの
サポートを妨げてしまう第1の
障害になると感じています。
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Figure 5: What type of energy will be the primary source of power for EVs in 2020?
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賛否両論

EVのポジティブな指針 EVのネガティブな指針

•	 政府のサポート ― 税額控除、低利ローン、助成
金、およびクリーンで持続性のあるエネルギーソ
リューションをもたらす環境法という形で、財
政・法的サポートは継続されています。

•	 政府のサポート ― グローバルの政府サポートは実
現されておらず、むしろEVは地域のサポートのみ
を受けており、そのほかは現存のコアコンピテン
シー（従来のハイブリッド、ディーゼル、従来の
ICEの向上）に注力を注いでいます。

•	 インフラ ― バッテリー交換や充電所など簡単に
アクセスできるネットワークを構築するために、
公共や民間から大きな投資が行われています。ま
た「急速充電」ステーションはすぐに利用可能で
あり、30分以内に80%の充電をすることができま
す。また、EVを再充電するハードウェアのための
共通のスタンダードが策定されています。

•	 インフラ ― 試験的なプログラムはコストが高く
成功はわずかのため、将来の投資は限られていま
す。価格プレミアムによって思いとどまっている
消費者、都会中心部における充電ステーション不
足、充電時間の延長やオーナーシップなどの費用
などが存在します。

•	 R&D／テクノロジー ― テクノロジーの突破口は実現
されており、革新的物質や化学反応を利用した非常
に長持ちするバッテリーを用いて、kWh当たりのコスト

（200～400ドル）が低くなっています。 

•	 R&D／テクノロジー ― 資金調達不足や競争の参入
により、R&Dの発展が横ばいし始めています。 

•	 中国の影響 ― 最近中国政府は、中国の代替車両
燃料の消費が急速に上がる可能性の高い大都市
において、EV＆ハイブリッドのインセンティブ
（8,800ドルまで）を提供するという試験的なプロ
グラムを公表しました。Autofactsは、2017年まで
に生産量が2,700万ユニットを超えると予想してい
ます。

•	 材料費用 ― 最近、埋蔵資源が発見されているにもか
かわらず、セクターを越えて需要の高い材料を得るた
めのインフラが足りないため、リチウムの値段が継続
的に高くなっています。また、リチウムイオンシステム
の陰極の継続的な高コスト、および信頼性、安全性、
費用効率性の高い酸化コバルトの代替物の不確定要
素には、懸念が残ります。
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成功のための考慮 

今日成功を収めている企業は、意
見交換に積極的に従事し、自動車
業界や明日のインフラを再編成す
る観点をもつことの重要性を認識
しています。

新しいチャンスや課題が継続的に現
れている中で、当調査上で重要で
あると議論された各分野における発
展について、密接にモニターし続け
ることは重要です。私たちの住む世
界を根本的に変えるチャンスに関し
て、複数のセクター（自動車、エネ
ルギーユーティリティ、環境保全技
術）が団結し、新しく刺激的な道筋
を築いている中で、協力がこの課題
に取り組む上で重要な要素となり
ます。

化石燃料の使用に関する永続的な懸
念事項を考えると、EVの輝かしい
未来についてほとんどの人が疑いま
せんでした。しかし、ほかの優れた
進歩と同様に、十分な時間、リソー
ス、およびポリシーは、中国の代替
燃料車にとっても重大な意味を持っ
ています。Autofactsは2017年まで
に生産量が2,700万ユニットをしのぐ
と予測しています。今日における投
資は、将来の世界規模でのEV成功へ
の準備として期待されていますが、
自動車業界はしばらくの間前進し続
けなければなりません。

ハ イ ブ リ ッ ド お よ び E V の 生 産 見
通しという観点から、Auto fac t s
は、2020年までに年間生産がおよそ
900万ユニットに達し、世界市場の
およそ9%を占めるであろうと予測し
ています。そのうち300ユニットが
プラグインか純粋な電気自動車とな
るでしょう。

PwC Charging Forward EV調査の結果は、業界の参画者たちが「自問自答」
すべき重要な問題や課題に焦点を当てています。 

•	 過去の、もしくは未解決の規制・法令などに関して、最近懸念している
問題はありますか？また、あなたのビジネスやセクターにどのような影
響を及ぼす可能性がありますか？ 

•	 公共／民間の投資サポートにはどのようなものが利用可能ですか？

•	 セクターを越えた協力に関心があれば、誰にアプローチするべきです
か？

•	 成功への可能性を最大限に引き出すためには、どのようなベストプラク
ティスがありますか？

•	 早いペースで競争的な業界において、あなた自信を差別化するために何
をしていますか？

•	 このセクターが有する特有の課題に対処するための重要な知識やリソー
スは何ですか？

 
図6: グローバル：ハイブリッド＋EVの生産予測*

2010 – 2020 （Millions）
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ほかの関連する読み物:

『米国―中国の環境保全技術コネクション：

新たな商業外交を形作る』
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Autofacts®について
PwCの自動車予測サービスである
Autofactsは、世界の優れた自動車
製造業者、自動車サプライヤー、
支援組織に対して、自動車市場分
析、戦略策定、競合他社の情報を提
供しています。Autofactsのサービ
スは、ご要望に応じてのスポット
購入や、アニュアルの定期購読ベ
ースで独自のデータクエリーツー
ルを用いたポータルサイトを通し
て利用可能です。Autofactsに関す
る詳細については、次のリンク先
のウェブサイトでご参照ください。
www.autofacts.com.
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